
富山県介護員養成研修実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）

第３条第１項第１号イ及びロに掲げる介護員養成研修（以下「養成研修」という。）の実施

に関し、政令、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、

介護保険法施行規則第２２条の２３第２項に規定する厚生労働大臣が定める基準（平成１８

年厚生労働省告示第２１９号。以下「告示」という。）及び介護員養成研修の取扱細則につ

いて（介護職員初任者研修・生活援助従事者研修関係）（平成２４年３月２８日付老振発第

０３２８第９号厚生労働省老健局振興課長通知。以下「通知」という。）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（指定の要件） 

第２条 政令第３条第２項第１号の研修を適正に実施する能力があると認められることとは、

別紙１の要件を満たすものであることとする。 

（指定の申請） 

第３条 政令第３条第１項第１号ロの介護員養成研修事業者（以下「事業者」という。）の指

定及び養成研修の指定を受けようとする者は、初回の養成研修の受講者の募集開始日の２月

前までに、介護員養成研修事業指定申請書（様式第１号）に、初回の養成研修に係る次に掲

げる事項を記載した書類を添付して知事に提出するものとする。 

（１）養成研修の概要（様式第２号） 

（２）学則・実施要領等 

（３）研修カリキュラム（様式第３－１号、第３－２号） 

 （４）講師履歴書（様式第４号） 

（５）講師の資格証、修了証明書等の写し 

（６）主な使用備品一覧 

（７）研修会場に係る書類（平面図及び写真） 

 （８）（実施する場合）実習施設設置者の承諾書（様式第５号） 

 （９）修了証明書及び修了証明書（携帯用）様式（様式第６－１号、第６－２号） 

 （10）公表情報一覧（様式第７号） 

（11）収支予算及び向こう２年間の財政計画 

（12）定款その他の基本約款 

２ 講義を通信の方法によって行おうとする者は、次に掲げる事項を記載した書類を併せて提

出するものとする。 

（１）講義を通信の方法によって行う地域 

（２）添削指導及び面接指導の指導方法 



（３）面接指導を実施する期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の設置

者の承諾書（様式第８号） 

（４）通信添削課題見本 

３ 既に事業者の指定及び養成研修の指定を受けている者が、研修課程を追加して指定を受け

ようとする場合は、第１２条に規定する変更の届出を行うものとする。 

 （科目の具体的内容） 

第４条 告示別表に定める科目の具体的内容は、別紙２に定めるとおりとする。 

２ 養成研修を行う者（以下「実施主体」という。）は、全科目の修了時に、筆記試験による

修了評価を行うものとする。 

 （講師の要件） 

第５条 養成研修は、別紙２に定める要件を満たす者を講師として行うものとする。 

（指定の決定） 

第６条 知事は、第３条の申請があったときは、指定の可否を決定し、申請者に対し、その旨

を通知するものとする。 

 （実施計画書の提出） 

第７条 事業者は、２回目以降の養成研修を実施しようとするときは、受講者の募集開始日の

１月前までに、介護員養成研修事業実施計画書（様式第９号）に、第３条第１項第１号から

第１１号まで及び同条第２項に掲げる事項を記載した書類を添付して、その都度、知事に提

出するものとする。ただし、第３条第１項第５号から第７号まで及び第９号から第１１号ま

でに掲げる事項を記載した書類の内容が事業者の指定申請時に同条の規定により提出した

書類の内容と同じである場合は、提出を省略することができる。 

２ 前項に規定する実施計画書の提出は、第１２条に規定する変更の届出とみなす。 

 （科目の免除） 

第８条 実施主体は、受講者が次の各号のいずれかに該当する場合は、通知の別添２で示され

る科目の読み替えのとおり、介護職員初任者研修課程の科目の一部を免除することができる

ものとする。 

（１）生活援助従事者研修修了者 

（２）入門的研修（「介護に関する入門的研修の実施について」（平成３０年３月３０日社援

基発第０３３０第１号厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知）に規定するものをい

う。）修了者 

（３）認知症介護基礎研修（「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平成１８年３

月３１日老発第０３３１０１０号厚生労働省老健局長通知）に規定するものをいう。）

修了者 



（４）訪問介護に関する３級課程（「介護保険法施行規則の一部を改正する省令（平成２４

年厚生労働省令第２５号）」による改正前の介護保険法施行規則第２２条の２３に規定

する者をいう。）修了者 

２ 実施主体は、受講者が前項第２号から第４号までのいずれかに該当する場合は、通知の別

添７で示される科目の読み替えのとおり、生活援助従事者研修課程の科目の一部を免除する

ことができるものとする。 

３ 実施主体は、次の各号に掲げる者が研修を受講する場合は、当該各号に定める実習を免除

することができるものとする。ただし、業務に従事していた時期から相当の期間を経ている

者は免除を認めない。 

（１）特別養護老人ホーム等の介護職員等として６か月以上の実務経験を有する者 施設見

学等の実習 

（２）訪問介護以外の在宅サービス提供現場（居宅介護支援を除く）において介護職員等と

して６ヶ月以上の実務経験を有する者 在宅サービス提供現場見学等の実習 

 （免除の手続等） 

第９条 前条第１項、第２項又は第３項の規定により、科目の一部免除を希望する者は、同項

に規定する研修を修了した旨又は実務経験を有する旨の証明書等の写しを実施主体に提出

するものとする。 

２ 実施主体は、免除該当者がいる場合には、前項に規定する証明書類等を受領し、確認のう

え、免除の取扱いをし、当該証明書類等の写しを第１１条に規定する介護員養成研修事業実

績報告書（様式第１０号）に添付して知事に提出するものとする。 

 （修了者とみなす者） 

第１０条 次に掲げる者は、介護職員初任者研修課程を修了したものとみなす。 

（１）平成２５年４月１日改正前の介護保険法施行規則第２２条の２３に規定する介護職員

基礎研修課程、訪問介護員養成研修１級及び訪問介護員養成研修２級課程修了者 

（２）看護師、准看護師又は保健師の資格を有する者 

（３）実務者研修修了者（社会福祉士法及び介護福祉士法等の一部を改正する法律（平成１

９年法律１２５号）第３条に規定する「文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校

又は厚生労働大臣の指定した養成施設において６月以上介護福祉士として必要な知識

及び技能を修得したもの」をいう。） 

（４）「指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成１８年９

月２９日厚生労働省告示第５３８号。以下この条において「障害告示」という。）第１

条第３号に掲げる研修の居宅介護職員初任者研修課程を修了した旨の証明書の交付を

受けた者 

（５）平成２５年４月１日改正前の障害告示第１条第２号に掲げる研修の１級課程及び２級

課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者 

２ 次に掲げる者は、生活援助従事者研修課程を修了したものとみなす。 



（１）前項の各号に定める者 

（２）介護職員初任者研修修了者 

 （名簿及び事業実績報告書の提出） 

第１１条 事業者は、省令第２２条の３０の規定に基づき、各養成研修の終了後２月以内に、

介護員養成研修事業実績報告書（様式第１０号）に、次に掲げる書類を添付して知事に提出

するものとする。 

 （１）修了者名簿（様式第１１号） 

 （２）収支決算書 

 （３）受講者出席簿 

（４）カリキュラム実績表 

（変更、廃止、休止又は再開の届出） 

第１２条 政令第３条第２項第２号ロの規定による届出は、様式第１２号から様式第１５号ま

でによるものとする。 

２ 変更届には、省令第２２条の２６第１項各号又は要綱第３条に掲げる事項のうち変更があ

ったものについて、変更後の事項を記載した書類を添付するものとし、当該変更に係る研修

の実施日前に、あらかじめ知事に届け出るものとする。 

（修了証明書の再発行） 

第１３条 実施主体は、修了証明書の交付を受けた者から紛失又は毀
き

損
そん

による再発行の申出が

あったときは、修了証明書の再発行をすることができるものとする。 

 （関係書類の保存） 

第１４条 実施主体は、養成研修に関する関係書類を、研修終了後３年間保存しなければなら

ない。ただし、第９条に規定する名簿及び事業実績報告書については、永久保存とする。 
 

(調査及び指導) 

第１５条 知事は、適正な研修事業実施のため必要があると認めるときは、事業者に照会を行

い、報告を求め、又は実地に調査を行うことができる。 

２ 事業者は、前項における知事の求めに対し、正当な理由のない限り、これを拒むことはで

きない。 

３ 知事は、研修の運営又は実施状況等について適当ではないと認めるときは、事業者に対し

て必要な改善を指導するものとする。また、指導による改善が認められるまで研修事業の中

止を求めることができる。この場合においては書面にて前もって通知することとする。 

４ 第１項に規定する実地調査を行う場合においては、当該調査を行う職員は、身分を証する

検査証（様式第１６号）を携帯するものとする。 
 

(指定の取消し) 

第１６条 知事は、事業者が次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、政令第３条第２項



の規定に基づき、事業者としての指定を取り消すことができる。 

（１）第２条別紙１に掲げるいずれかの要件に正当な理由なく該当しなくなったとき 

（２）研修事業の実施に関し、不正な行為があったとき 

（３）虚偽の申請、報告等を行ったとき 

（４）前条に定める照会、報告、調査又は指導に正当な理由なく応じないとき 

（５）その他、政令、省令、告示、通知又は本要綱の規定に違反するとき 

（６）不適正な行為によって、著しく信用を失墜させ、事業者としての適格性を欠くとき 

２ 前項の指定取消を行う場合には、聴聞の手続をとるものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による指定取消を行った場合には、事業者に対し、その旨を通知す

るものとする。 
 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、養成研修の実施に関し、必要な事項は別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年１２月１日から施行する。 

 ただし、介護職員初任者研修の実施は、平成２５年４月１日からとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和３年３月８日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年５月２８日から施行する。 

 



別紙１（第２条関係） 

指定に関する要件 

１ 養成研修に係る事業（以下「研修事業」という。）の実施者は、研修事業を適正かつ円滑

に実施するために必要な事務能力及び研修事業の安定的運営に必要な財政基盤を有するこ

と。 

２ 研修事業の経理が他の事業の経理と明確に区分され、会計帳簿、決算書類等研修事業の

収支の状況を明らかにする書類が整備されていること。 

３ 研修事業運営上知り得た受講者に係る秘密の保持について、十分な措置がなされている

とともに、受講者が実習等において知り得た個人の秘密の保持について、受講者が十分に

留意するよう指導すること。 

４ 省令第２２条の２６第１項第４号の学則には、次に掲げる事項を定め、これを公表する

こと。 

（１）開講目的 

（２）研修の名称 

（３）研修の課程・方法 

（４）実施場所 

（５）研修期間 

（６）研修カリキュラム 

（７）講師氏名 

（８）研修修了の認定方法 

（９）受講対象者 

（1 0）受講手続 

（11）受講料 

（12）その他研修実施に必要な事項 

５ 養成研修を実施するに当たっては、次に掲げる事項を募集案内等に記載し、受講希望 

者に対して周知すること。 

（１）受講料等受講に際し必要な費用の額及び支払った後の返還の可否等金銭の収受 に関

すること 

（２）その他養成研修の内容に関する重要事項 

６ 受講料等の額が、講師謝金、会場使用料等の実費を勘案した適切な額であること。 

７ 養成研修への出席状況等受講者に関する状況を確実に把握すること。 

８ 継続的に毎年度１回以上研修を実施する体制を整えていること。 



別紙２（第４条及び第５条関係） 

 

研修カリキュラム及び講師要件 

（１）介護職員初任者研修 

科目（計 130時間） 細目 講師要件 

１ 職務の理解 

（６時間） 

（１）多様なサービスの理解 

（２）介護職の仕事内容や働く現場

の理解 

 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・高齢者施設の施設長 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

２ 介護における

尊厳の保持・自

立支援 

（９時間） 

（１）人権と尊厳を支える介護 

（２）自立に向けた介護 

 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

３ 介護の基本 

（６時間） 

（１）介護職の役割、専門性と多職

種との連携 

（２）介護職の職業倫理 

（３）介護における安全の確保とリ

スクマネジメント 

（４）介護職の安全 

 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

４ 介護・福祉サ

ービスの理解と

医療との連携 

   （９時間） 

（１）介護保険制度 

（２）医療との連携とリハビリテー

ション 

（３）障害福祉制度およびその他制

度 

 

＜（１）及び（３）＞ 

・社会福祉士 

・当該科目に関する事務を担当する行政職員 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

＜（２）＞ 

・医師（リハビリテーション、整形外科） 

・理学療法士 

・作業療法士 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 



５ 介護における

コミュニケーシ

ョン技術 

（６時間） 

（１）介護におけるコミュニケーシ

ョン 

（２）介護におけるチームのコミュ

ニケーション 

 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

６ 老化の理解 

  （６時間） 

（１）老化に伴うこころとからだの

変化と日常 

（２）高齢者と健康 

 

・医師 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

７ 認知症の理解 

（６時間） 

（１）認知症を取り巻く状況 

（２）医学的側面から見た認知症の

基礎と健康管理 

（３）認知症に伴うこころとからだ

の変化と日常生活 

（４）家族への支援 

 

＜（１）（３）（４）＞ 

・社会福祉士（（４）のみ） 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・認知症介護実践リーダー研修修了者 

・認知症介護指導者養成研修修了者 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

＜（２）＞ 

・医師 

・保健師又は看護師 

・医学・看護系大学、介護福祉士養成学校に

おいて当該科目の内容を含む教科を担当

する教員 

・高等学校（福祉科）において当該科目の内

容を含む教科を担当する教員（実習を実施

する場合に限る。） 

・その他知事が適当と認める者 

８ 障害の理解 

 （３時間） 

（１）障害の基礎的理解 

（２）障害の医学的側面、生活障害、

心理・行動の特徴、かかわり支

援等の基礎的知識 

（３）家族の心理、かかわり支援の

理解 

 

＜（１）（２）＞ 

・医師 

・保健師又は看護師 

・医学・看護系大学、介護福祉士養成学校に

おいて当該科目の内容を含む教科を担当

する教員 

・高等学校（福祉科）において当該科目の内

容を含む教科を担当する教員（実習を実施

する場合に限る。） 

・その他知事が適当と認める者 

＜（３）＞ 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 



・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・臨床心理士 

・障害者施設の施設長 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

９ こころとから

だのしくみと生

活支援技術 

（７５時間） 

Ⅰ基本知識の学習（10～13 時間程

度） 

（１）介護の基本的な考え方 

（２）介護に関するこころのしくみ

の基礎的理解 

（３）介護に関するからだのしくみ

の基礎的理解 

Ⅱ生活支援技術の学習（50～55 時間

程度） 

（４）生活と家事 

（５）快適な居住環境整備と介護 

（６）整容に関連したこころとから

だのしくみと自立に向けた介護 

（７）移動・移乗に関連したこころ

とからだのしくみと自立に向け

た介護 

（８）食事に関連したこころとから

だのしくみと自立に向けた介護 

（９）入浴、清潔保持に関連したこ

ころとからだのしくみと自立に

向けた介護 

（10）排泄に関連したこころとから

だのしくみと自立に向けた介護 

（11）睡眠に関したこころとからだ

のしくみと自立に向けた介護 

（12）死にゆく人に関したこころと

からだのしくみと終末期介護 

Ⅲ生活支援技術演習（10～12 時間程

度） 

（13）介護課程の基礎的理解 

（14）総合生活支援技術演習 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・福祉用具専門相談員（（５）のみ） 

・福祉住環境コーディネーター（（５）のみ） 

・理学療法士（（５）、（７）のみ） 

・管理栄養士又は栄養士（（８）のみ） 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

 

１０ 振り返り 

（４時間） 

（１）振り返り 

（２）就業への備えと研修終了後に

おける継続的な研修 

 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・高齢者施設の施設長 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

 



※各科目の内容は、介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修関係）（平成２４年３月２８日付老振発第０３２８第９号厚生労働省老健局振興課長通知）別添

１の「各科目の到達目標、評価、内容」において、各科目ごとに定める「到達目標・評価の基準」

及び「内容例」を網羅するものであること。また、研修の効果をより高めるため、講義と演習を

一体的に実施すること。 

 

※講師は、上記講師要件に該当し、かつ知識・技術ともに的確に指導できる能力を有する者とする。 

 

※以下の資格を持つ者が養成研修の講師となるときは、５年以上の実務経験を要する。 

「社会福祉士」「介護福祉士」「介護職員基礎研修課程修了者」「訪問介護員（１級課程修了者）」「実

務者研修修了者」「保健師又は看護師」「福祉用具専門相談員」「福祉住環境コーディネーター」「理

学療法士」「管理栄養士又は栄養士」 

 

※「１職務の理解」及び「１０振り返り」において、基本的な知識・技術の理解に必要な範囲で施

設の見学等の実習を活用するほか、効果的な研修を行うため必要があると考えられる場合には、

他のカリキュラムにおいても施設の見学等の実習を活用することも可とする。 

 

※上記とは別に、筆記試験による修了評価（１時間程度）を実施すること。 



（２）生活援助従事者研修 

科目（計 59時間） 細目 講師要件 

１ 職務の理解 

（２時間） 

（１）多様なサービスの理解 

（２）介護職の仕事内容や働く現場

の理解 

 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・高齢者施設の施設長 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

２ 介護における

尊厳の保持・自

立支援 

（６時間） 

（１）人権と尊厳を支える介護 

（２）自立に向けた介護 

 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

３ 介護の基本 

（４時間） 

（１）介護職の役割、専門性と多職

種との連携 

（２）介護職の職業倫理 

（３）介護における安全の確保とリ

スクマネジメント 

（４）介護職の安全 

 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

４ 介護・福祉サ

ービスの理解と

医療との連携 

（３時間） 

（１）介護保険制度 

（２）医療との連携とリハビリテー

ション 

（３）障害福祉制度およびその他制

度 

 

＜（１）及び（３）＞ 

・社会福祉士 

・当該科目に関する事務を担当する行政職員 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

＜（２）＞ 

・医師（リハビリテーション、整形外科） 

・理学療法士 

・作業療法士 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 



 

５ 介護における

コミュニケーシ

ョン技術 

（６時間） 

（１）介護におけるコミュニケ

ーション 

（２）介護におけるチームのコ

ミュニケーション 

 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

６ 老化と認知症

の理解 

  （９時間） 

（１）老化に伴うこころとから

だの変化と日常 

（２）高齢者と健康 

（３）認知症を取り巻く状況 

（４）医学的側面から見た認知

症の基礎と健康管理 

（５）認知症に伴うこころとか

らだの変化と日常生活 

（６）家族への支援 

 

＜（１）（２）＞ 

・医師 

・保健師又は看護師 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

＜（３）（５）（６）＞ 

・社会福祉士（（４）のみ） 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・認知症介護実践リーダー研修修了者 

・認知症介護指導者養成研修修了者 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

＜（４）＞ 

・医師 

・保健師又は看護師 

・医学・看護系大学、介護福祉士養成学校に

おいて当該科目の内容を含む教科を担当す

る教員 

・高等学校（福祉科）において当該科目の内

容を含む教科を担当する教員（実習を実施

する場合に限る。） 

・その他知事が適当と認める者 

７ 障害の理解 

 （３時間） 

（１）障害の基礎的理解 

（２）障害の医学的側面、生活

障害、心理・行動の特徴、か

かわり支援等の基礎的知識 

（３）家族の心理、かかわり支

援の理解 

 

＜（１）（２）＞ 

・医師 

・保健師又は看護師 

・医学・看護系大学、介護福祉士養成学校に

おいて当該科目の内容を含む教科を担当す

る教員 

・高等学校（福祉科）において当該科目の内

容を含む教科を担当する教員（実習を実施

する場合に限る。） 

・その他知事が適当と認める者 

 



＜（３）＞ 

・社会福祉士 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・臨床心理士 

・障害者施設の施設長 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

８ こころとから

だのしくみと生

活支援技術 

（２４時間） 

Ⅰ基本知識の学習 

（１）介護の基本的な考え方 

（２）介護に関するこころのし

くみの基礎的理解 

（３）介護に関するからだのし

くみの基礎的理解 

Ⅱ生活支援技術の学習 

（４）生活と家事 

（５）快適な居住環境整備と介

護 

（６）移動・移乗に関連したこ

ころとからだのしくみと自

立に向けた介護 

（７）食事に関連したこころと

からだのしくみと自立に向

けた介護 

（８）睡眠に関したこころとか

らだのしくみと自立に向け

た介護 

（９）死にゆく人に関したここ

ろとからだのしくみと終末

期介護 

Ⅲ生活支援技術演習 

（10）介護課程の基礎的理解 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・福祉用具専門相談員（（５）のみ） 

・福祉住環境コーディネーター（（５）のみ） 

・理学療法士（（５）、（６）のみ） 

・管理栄養士又は栄養士（（７）のみ） 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

 

９ 振り返り 

（２時間） 

（１）振り返り 

（２）就業への備えと研修終了

後における継続的な研修 

 

・介護福祉士 

・介護職員基礎研修課程修了者 

・訪問介護員（１級課程修了者） 

・実務者研修修了者 

・保健師又は看護師 

・高齢者施設の施設長 

・大学、大学院、短期大学、介護福祉士養成

学校、高等学校（福祉科）において当該科

目の内容を含む教科を担当する教員 

・その他知事が適当と認める者 

 



※各科目の内容は、介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初任者研修・生活援助従事者研

修関係）（平成２４年３月２８日付老振発第０３２８第９号厚生労働省老健局振興課長通知）別添

６の「各科目の到達目標、評価、内容」において、各科目ごとに定める「到達目標・評価の基準」

及び「内容例」を網羅するものであること。また、研修の効果をより高めるため、講義と演習を

一体的に実施すること。 

 

※講師は、上記講師要件に該当し、かつ知識・技術ともに的確に指導できる能力を有する者とする。 

 

※以下の資格を持つ者が養成研修の講師となるときは、５年以上の実務経験を要する。 

「社会福祉士」「介護福祉士」「介護職員基礎研修課程修了者」「訪問介護員（１級課程修了者）」「実

務者研修修了者」「保健師又は看護師」「福祉用具専門相談員」「福祉住環境コーディネーター」「理

学療法士」「管理栄養士又は栄養士」 

 

※「８こころとからだのしくみと生活支援技術」においては移動・移乗に関連した実習を２時間実

施すること。また、「１職務の理解」及び「１０振り返り」において、基本的な知識・技術の理解

に必要な範囲で施設の見学等の実習を活用するほか、効果的な研修を行うため必要があると考え

られる場合には、他のカリキュラムにおいても施設の見学等の実習を活用することも可とする。 

 

※上記とは別に、筆記試験による修了評価（０．５時間程度）を実施すること。 

 



（様式第１号） 

番    号 

年  月  日 

  富山県知事       殿 

 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

介護員養成研修事業指定申請書 

 

 介護員養成研修事業について指定を受けたいので、介護保険法施行規則第 22条の 26

に基づき、下記の書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 【添付書類】 

  １ 養成研修の概要 別紙○ 

  ２ 学則・実施要領等 別紙○ 

  ３ 研修カリキュラム 別紙○ 

  ４ 講師履歴書 別紙○ 

  ５ 講師の資格証、修了証明書等の写し 別紙○ 

  ６ 主な使用備品一覧 別紙○ 

  ７ 研修会場に係る書類（平面図及び写真） 

 （８ 実習施設設置者の承諾書 別紙○） 

  ９ 修了証明書及び修了証明書（携帯用）様式 別紙○ 

  10 公表情報一覧 別紙○ 

  11 収支予算及び向こう２年間の財政計画 別紙○ 

  12 （申請者が法人の場合）定款その他の基本約款 別紙○ 

 

※その他、添付する書類等を箇条書きにすること。 

※講義を通信の方法によって行おうとする場合は、次に掲げる事項を記載した書類を添付すること。 

   (1)講義を通信の方法によって行う地域 

(2)添削指導及び面接指導の指導方法（手順等について具体的に記載すること） 

(3)面接指導を実施する期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の設置者の承諾書 

(4)通信添削課題見本 



（様式第２号） 

養成研修の概要 

 

項   目 内    容 

１．研修実施者の氏名及び住所 

（法人にあっては、名称及び主た 

 る事務所の所在地） 

 

２．研修の課程 介護職員初任者研修 ・ 生活援助従事者研修 

３．研修の名称  

４．研修の方法 通学 ・ 通信 

５．実施場所 
講義（講義を通信で行う場合は主たる事業所の所在地） 

演習 

６．受講者募集開始予定日 年  月  日 

７．研修開始・修了予定年月日 
年  月  日～ 

年  月  日 

８．受講対象者 （定員  名） 

９．受講料  

10．使用テキスト等 
 

 

 

11．（実習を実施する場合） 

  利用する施設の名称、所在地、 

設置者氏名 

名称 

所在地   

代表者 

12．研修修了の認定方法 

 

 

・「こころとからだのしくみと生活支援技術」において、介護に必要

な基礎的知識の理解の確認と、生活支援技術の習得状況を確認する

こと。 

・カリキュラムの時間数以外に１時間程度筆記試験により実施し、

評価の方法については実施主体において詳細に定めること。 



（様式第３号） 

研修カリキュラム 

１．カリキュラム 

科目（細目） 
研修時間内訳 

具体的内容 
通信 通学 

１ 職務の理解 

（１）多様なサービス

の理解 

【○時間】      

   

※内容は実施主体において具体的に定め、記載す

ること。 

（２）介護職の仕事内

容や働く現場の理

解 

【○時間】 

   

２ 介護における尊厳の保持・自立支援 

（１）人権と尊厳を支

える介護 

【○時間】      

   

（２）自立に向けた介

護 

【○時間】 

   

３ 介護の基本 

（１）介護職の役割、

専門性と多職種と

の連携 

【○時間】      

   

（２）介護職の職業倫

理 

【○時間】 

   

※「研修時間内訳」欄は、講義を通信の方法によって行おうとする場合のみ記入するこ

と。 

※各科目あたりの通信学習の上限は、介護員養成研修の取扱細則について（介護職員初

任者研修・生活援助従事者研修関係）（平成２４年３月２８日付老振発第０３２８第９

号厚生労働省老健局振興課長通知）別表４及び９のとおりである点に留意すること。 

 



２．研修日程 

日時 場所 科目（細目） 講師職氏名 備考 

  月 日 

 ： ～ ： 
 実質研修時間数 

    時間 

    

  月 日 

 ： ～ ： 
 実質研修時間数 

    時間 

    

※研修で用いる科目（細目）名が、実施要綱別紙２に掲げた科目（細目）名と異なる

場合は、科目名対応表（様式第３－１号又は第３－２号）を添付すること。 

※「実質研修時間数」に記入する時間には、休憩時間を含まないこと。 

※講義を通信の方法によって行おうとする場合は、通信分日程表（下記参考様式）を

併せて作成すること。 

（参考様式：通信分日程表） 

日程 時間 科目（細目） 添削担当講師職氏名 添削課題提出期限 

自宅学習 

（通信教育） 

    

    

    

※科目ごとに添削課題の提出期限を定めるなど、受講者の学習状況を随時適切に把握

すること。 

 



（様式第３－１号） 

科目名対応表（介護職員初任者研修） 

 実施要綱別紙２による科目（細目）名 科目（細目）名 

１
職
務
の
理
解 

 

多様なサービスの理解 

 

 

 

介護職の仕事内容や働く現場の理解 

 

 

２
介
護
に 

お
け
る
尊
厳 

の
保
持
・ 

自
立
支
援 

 

人権と尊厳を支える介護 

 

 

 

自立に向けた介護 

 

 

３
介
護
の
基
本 

介護職の役割、専門性と多職種との連携  

介護職の職業倫理  

介護における安全の確保と 

リスクマネジメント 
 

介護職の安全  

４
介
護
・
福
祉 

サ
ー
ビ
ス
の
理
解
と 

医
療
と
の
連
携 

介護保険制度  

医療との連携とリハビリテーション  

障害福祉制度およびその他制度  

５
介
護
に
お 

け
る
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン 

技
術 

 

介護におけるコミュニケーション 

 

 

 

介護におけるチームのコミュニケーション 

 

 

６
老
化
の 

理
解 

老化に伴うこころとからだの変化と日常  

高齢者と健康  

７
認
知
症
の
理
解 

認知症を取り巻く状況  

医学的側面から見た認知症の基礎と健康管理  

認知症に伴うこころとからだの 

変化と日常生活 
 

家族への支援  



８
障
害
の
理
解 

障害の基礎的理解  

障害の医学的側面、生活障害、心理・行動の 

特徴、かかわり支援等の基礎的知識 
 

家族の心理、かかわり支援の理解  

９
こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み
と
生
活
支
援
技
術 

介護の基本的な考え方  

介護に関するこころのしくみ 

の基礎的理解 
 

介護に関するからだのしくみ 

の基礎的理解 
 

生活と家事  

快適な居住環境整備と介護  

整容に関連したこころとからだの 

しくみと自立に向けた介護 
 

移動・移乗に関連したこころと 

からだのしくみと自立に向けた介護 
 

食事に関連したこころとからだ 

のしくみと自立に向けた介護 
 

入浴、清潔保持に関連したこころと 

からだのしくみと自立に向けた介護 
 

排泄に関連したこころとからだの 

しくみと自立に向けた介護 
 

睡眠に関したこころとからだの 

しくみと自立に向けた介護 
 

死にゆく人に関したこころと 

からだのしくみと終末期介護 
 

介護課程の基礎的理解  

総合生活支援技術演習  

10 
振 
り 
返 
り 

振り返り － 

就業への備えと研修終了後に 

おける継続的な研修 
－ 

 



（様式第３－２号） 

科目名対応表（生活援助従事者研修） 

 実施要綱別紙２による科目（細目）名 科目（細目）名 

１
職
務
の
理
解 

 

多様なサービスの理解 

 

 

 

介護職の仕事内容や働く現場の理解 

 

 

２
介
護
に 

お
け
る
尊
厳 

の
保
持
・ 

自
立
支
援 

 

人権と尊厳を支える介護 

 

 

 

自立に向けた介護 

 

 

３
介
護
の
基
本 

介護職の役割、専門性と多職種との連携  

介護職の職業倫理  

介護における安全の確保と 

リスクマネジメント 
 

介護職の安全  

４
介
護
・
福
祉 

サ
ー
ビ
ス
の
理
解
と 

医
療
と
の
連
携 

介護保険制度  

医療との連携とリハビリテーション  

障害福祉制度およびその他制度  

５
介
護
に
お 

け
る
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン 

技
術 

 

介護におけるコミュニケーション 

 

 

 

介護におけるチームのコミュニケーション 

 

 

６
老
化
と
認
知
症
の
理
解 

老化に伴うこころとからだの変化と日常  

高齢者と健康  

認知症を取り巻く状況  

医学的側面から見た認知症の基礎と健康管理  

認知症に伴うこころとからだの 

変化と日常生活 
 

家族への支援  



７
障
害
の
理
解 

障害の基礎的理解  

障害の医学的側面、生活障害、心理・行動の 

特徴、かかわり支援等の基礎的知識 
 

家族の心理、かかわり支援の理解  

８
こ
こ
ろ
と
か
ら
だ
の
し
く
み
と
生
活
支
援
技
術 

介護の基本的な考え方  

介護に関するこころのしくみ 

の基礎的理解 
 

介護に関するからだのしくみ 

の基礎的理解 
 

生活と家事  

快適な居住環境整備と介護  

移動・移乗に関連したこころと 

からだのしくみと自立に向けた介護 
 

食事に関連したこころとからだ 

のしくみと自立に向けた介護 
 

睡眠に関したこころとからだの 

しくみと自立に向けた介護 
 

死にゆく人に関したこころと 

からだのしくみと終末期介護 
 

介護課程の基礎的理解  

９ 
振 
り 
返 
り 

振り返り － 

就業への備えと研修終了後に 

おける継続的な研修 
－ 

 

 

 

 



（様式第４号） 

講 師 履 歴 書 

 

１．氏
フリ

  名
ガナ

 
 

２．住  所  

３．生年月日  

４．担当科目  

５．経  歴 

取得資格 

６．専任・兼任の別 
 

 

 



（様式第５号：実施する場合） 

 

 

承諾書 

 

 このたび、依頼のあった   年 月 日開始の介護員養成研修実施における下記実

習の受け入れについて、承諾いたします。 

 

 

 

 年 月 日 

 

記 

 

受入施設名  

受入人数     人（１日あたり   人  ×   時間）  

受入期間     年  月  日～     年  月  日 

実施内容（下記の該当する箇所にチェックをすること） 

□ １．職務の理解（介護職の仕事内容や働く現場の理解）：  時間 

□ 10．振り返り：  時間 

□ ８．こころとからだのしくみと生活支援技術（移動・移乗に関連した実習） 

：  時間 ※生活援助従事者研修の場合 

□ その他（具体的に下記に記載） 

（研修科目：             ：   時間） 

 

 

 

（設置者名・代表者名） 

 

 

（指定事業者名・代表者名）殿 

 



（様式第６－１号） 

 

修了証明書及び修了証明書（携帯用）様式（介護職員初任者研修） 

 

 

※縦書、横書、サイズ等は問わない。 

第 
 
 
 
 

号 修 

了 
証 
明 

書 
 

氏 
名 年 

 
月 

 

日
生 

 

 

介
護
職
員
初
任
者
研
修
課
程
を
修
了
し
た
こ
と
を
証
明

す
る
。 

  
 
 

年 
 

月 
 

日 

（
介
護
員
養
成
研
修
事
業
者
名
） 

第 
 
 
 
 

号 

修
了
証
明
書
（
携
帯
用
） 

 

氏 

名 年 
 

月 
 

日
生 

 

 
介
護
職
員
初
任
者
研
修
課
程
を
修
了
し
た
こ
と
を
証
明

す
る
。 

  
 
 

年 
 

月 
 

日 

（
介
護
員
養
成
研
修
事
業
者
名
） 



（様式第６－２号） 

 

修了証明書及び修了証明書（携帯用）様式（生活援助従事者研修） 

 

 

※縦書、横書、サイズ等は問わない。 

第 
 
 
 
 

号 修 

了 
証 
明 

書 
 

氏 
名 年 

 
月 

 

日
生 

 

 

生
活
援
助
従
事
者
研
修
課
程
を
修
了
し
た
こ
と
を
証
明

す
る
。 

  
 
 

年 
 

月 
 

日 

（
介
護
員
養
成
研
修
事
業
者
名
） 

第 
 
 
 
 

号 

修
了
証
明
書
（
携
帯
用
） 

 

氏 

名 年 
 

月 
 

日
生 

 

 
生
活
援
助
従
事
者
研
修
課
程
を
修
了
し
た
こ
と
を
証
明

す
る
。 

  
 
 

年 
 

月 
 

日 

（
介
護
員
養
成
研
修
事
業
者
名
） 



（様式第７号） 

研修機関が公表すべき情報一覧 

（実施主体名                    ） 

（公開 HP アドレス                 ） 

情報の種類 
公表の

有無 
内  容 

研修機関情報 法人情報 

☆ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

●法人格・法人名称・住所等 

●代表者名、研修事業担当理事・取締役名 

△理事等の構成、組織、職員数等 

△教育事業を実施している場合：事業概要 

△研究活動を実施している場合：概要 

△介護保険事業を実施している場合：事業概要 

△その他の事業概要 

△法人財務情報 

研修機関情報 

☆ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

●事業所名称・住所等 

●理念 

●学則 

●研修施設、設備 

△沿革 

△事業所の組織、職員数等 

△併設して介護保険事業を実施している場合：事業概要☆ 

△財務セグメント情報 

研修事業情報 研修の概要 □ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

●対象 

●研修のスケジュール（期間、日程、時間数） 

●定員（集合研修、実習）と指導者数 

●研修受講までの流れ（募集、申し込み） 

●費用 

●留意事項、特徴、受講者へのメッセージ等 

課程責任者 □ 

□ 

●課程編成責任者名 

△課程編成責任者の略歴、資格 

研修ｶﾘｷｭﾗﾑ 

 

 

 

（通信） 

 

修了評価 

□ 

□ 

□ 

 

□ 

□ 

□ 

●科目別シラバス 

●科目別担当教官名 

●科目別特徴 

  演習の場合は、実技内容・備品、指導体制 

●科目別通信・事前・事後学習とする内容及び時間 

●通信課程の教材・指導体制・指導方法・課題 

●修了評価の方法、評価者、再履修等の基準 

実習施設 

（実習を行う

場合） 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

□ 

●協力実習機関の名称・住所等☆ 

●協力実習機関の介護保険事業の概要☆ 

●協力実習機関の実習担当者名 

●実習プログラム内容、プログラムの特色 

●実習中の指導体制・内容（振り返り、実習指導等） 

△実習担当者の略歴、資格、メッセージ等 

●協力実習機関における延べ人数 



講師情報 □ 

□ 

□ 

□ 

●名前 

●略歴、現職、資格 

△受講者向けメッセージ等 

△受講者満足度調査の結果等 

実績情報 □ 

□ 

□ 

□ 

□ 

●過去の研修実施回数（年度ごと） 

●過去の研修延べ参加人数（年度ごと） 

△卒業率・再履修率 

△卒後の就業状況（就職率／就業分野） 

△卒後の相談・支援 

連絡先等 □ 

□ 

□ 

●申し込み・資料請求先 

●法人の苦情対応者名・役職・連絡先 

●事業所の苦情対応者名・役職・連絡先 

質を向上させるための取り組み □ 

□ 

□ 

□ 

□ 

△自己評価活動、相互評価活動 

△実習の質の向上のための取り組み、研修機関と実習機関との連携 

△研修活動、研究活動 

△研修生満足度調査情報（アンケート、研修生の声など） 

△事業所満足度調査情報（アンケート、事業所の声など） 

●：必須   △：可能な限り公表 

☆：他のページにリンクで対応可 

 

※インターネット上のホームページにより情報を公開する。 

※公表する情報にチェックを入れること。 

 



（様式第８号） 

 

 

承諾書 

 

 このたび、依頼のあった介護員養成研修実施に係る会場として、下記のとおり当施設

の使用を承諾いたします。 

 

 

 

   年 月 日 

 

 

記 

 

     使用承諾期間       年  月  日 

             ～    年  月  日 

 

 

                          （施設名）       

                          （設置者名・代表者名） 

 

 

（指定事業者名・代表者名）殿 

 



（様式第９号） 

番    号 

年  月  日 

  富山県知事       殿 

 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

介護員養成研修事業実施計画書 

 

    年 月 日付け富山県指令高第 号で指定を受けた介護員養成研修事業の実

施計画について下記の書類を添えて届け出ます。 

 

記 

 

 【添付書類】 

  １ 養成研修の概要 別紙○ 

  ２ 学則・実施要領等 別紙○ 

  ３ 研修カリキュラム 別紙○ 

  ４ 講師履歴書 別紙○ 

  ５ 講師の資格証、修了証明書等の写し 別紙○ 

  ６ 主な使用備品一覧 別紙○ 

  ７ 研修会場に係る書類（平面図及び写真） 

 （８ 実習施設設置者の承諾書 別紙○） 

  ９ 修了証明書及び修了証明書（携帯用）様式 別紙○ 

  10 公表情報一覧 別紙○  

 11 収支予算及び向こう２年間の財政計画 別紙○ 

 

※その他、添付する書類等を箇条書きにすること。 

※５～７及び９～11については、書類の内容が事業者の指定申請時に提出した書類の内容と同じである場合、 

省略することができる。 

※講義を通信の方法によって行おうとする場合は、次に掲げる事項を記載した書類を添付すること。 

(1)講義を通信の方法によって行う地域 

(2)添削指導及び面接指導の指導方法（手順等について具体的に記載すること） 

(3)面接指導を実施する期間における講義室及び演習室の使用についての当該施設の設置者の承諾書 

(4)通信添削課題見本 



（様式第１０号） 

番    号 

年  月  日 

  富山県知事       殿 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

介護員養成研修事業実績報告書 

 

    年 月 日付け富山県指令高第 号にて指定を受け実施した   年度介護

員養成研修事業は終了したので、事業実績を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１  研修の課程 

２  研修期間     年  月  日 ～  年  月  日 

３  受講者      名 

４  修了者      名 

５  修了者名簿 別紙○のとおり 

６  収支決算書 別紙○のとおり 

 

【添付書類】 

  ○講義関係 

・ 受講者が講義に出席したことが証明できる書類（例：出席簿等） 

・ 講義を行った実績が分かる書類（講義カリキュラム実績表等） 

（講義を通信の方法によって行った場合は、添削指導結果等が分かる書類を添付すること） 

○演習関係 

・ 受講者が演習に出席したことが証明できる書類（例：出席簿等） 

・ 演習を行った実績が分かる書類（演習カリキュラム実績表等） 

○実習関係（実施した場合） 

・ 受講者が実習に出席したことが証明できる書類（例：出席簿等） 

・ 実習を行った実績が分かる書類（実習カリキュラム実績表等） 

 

※添付書類等の様式は各機関の任意様式とする。 

※提出にあたっては、縮小コピー、両面コピー等を活用のこと。 



（様式第11号）

（研修事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

修了証明書

№
氏名 フリガナ 性別 生年月日 郵便番号 住所 修了年月日 免除時間数 免除条件

実務経験
期間

証明事業所名 備考 本人確認済

1 ○○　○○ 女 S○.○.○ 富山市○○○ H25.3.31 □

2 △△　△△ 男 S△.△.△ 高岡市△△△ H25.3.31 □

3 □□　□□ 女 S□.□.□ 氷見市□□□ H25.3.31 6H 特養勤務 1年 特別養護老人ホーム△△ □

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

※上記の内容が含まれるものであれば、任意の様式を用いてもよい。
※申込の際等、研修に際し運転免許証や健康保険証等により本人確認を実施し、実施の結果についてチェックすること。
※印字出力したものを添付するほか、電子データによる媒体で提出すること。

年度介護員養成研修（介護職員初任者研修・生活援助従事者研修）　修了者名簿



（様式第１２号） 

番    号 

年  月  日 

  富山県知事       殿 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

介護員養成研修事業変更届書 

 

    年 月 日付け富山県指令高第 号で指定を受けた介護員養成研修事業に関

し事業内容を変更したいので、下記の書類を添えて届け出ます。 

 

記 

１ 研修の課程 

 

 

２ 変更の内容  

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

  

３ 変更年月日 

      年  月  日 

 

４ 変更の理由 

 

 

５ 添付書類 

 



（様式第１３号） 

番    号 

年  月  日 

 

  富山県知事       殿 

 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

 

介護員養成研修事業休止届書 

 

 

    年 月 日付け富山県指令高第 号で指定を受けた介護員養成研修事業に関

し下記のとおり事業を休止したので、介護保険法施行規則第 22条の 29の規定により届

け出ます。 

 

記 

 

 １ 休止予定期間 

 

       年  月  日～   年  月  日 

 

 ２ 休止の理由 

 



（様式第１４号） 

番    号 

年  月  日 

 

  富山県知事       殿 

 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

 

介護員養成研修事業再開届書 

 

 

    年 月 日付け富山県指令高第 号で指定を受けた介護員養成研修事業に関

し下記のとおり事業を再開したので、介護保険法施行規則第 22条の 29の規定により届

け出ます。 

 

記 

 

 

 １ 受講生募集開始予定期日 

 

   年  月  日 

 

 ２ 研修開始予定期日 

 

  年  月  日 

 



（様式第１５号） 

番    号 

年  月  日 

 

  富山県知事       殿 

 

（住  所） 

（団 体 名） 

（代表者名） 

 

 

介護員養成研修事業廃止届書 

 

 

    年 月 日付け富山県指令高第 号で指定を受けた介護員養成研修事業に関

し下記のとおり事業を廃止したので、介護保険法施行規則第 22条の 29の規定により届

け出ます。 

 

記 

 

 

 １ 廃止年月日 

 

       年  月  日 

 

 ２ 廃止の理由 

 



別紙第１６号様式 

（表 面） 

  

 

 
富山県介護員養成研修事業 

検査証 

(富山県介護員養成研修実施要綱 

第１５条関係） 

 

 

 

 

 

 

 
 

（裏 面） 

 

第 号 

 

年 月 日交付 

 

 富山県知事 

 

 

 

  所属 

 

  職  氏名 

 

 

 

富山県介護員養成研修実施要綱 

（抜粋） 

 

第１５条 知事は、適正な研修事業実施のため必

要があると認めるときは、事業者に照会を行い、

報告を求め、又は実地に調査を行うことができる。 

２ 事業者は、前項における知事の求めに対し、

正当な理由のない限り、これを拒むことはできな

い。 

３ 知事は、研修の運営又は実施状況等について

適当ではないと認めるときは、事業者に対して必

要な改善を指導するものとする。また、指導によ

る改善が認められるまで研修事業の中止を求める

ことができる。この場合においては書面にて前も

って通知することとする。 

４ 第１項に規定する実地調査を行う場合におい

ては、当該調査を行う職員は、身分を証する検査

証（様式第１６号）を携帯するものとする。 

 

 



（参考様式１：実施する場合） 

実習記録（例） 

【受講者氏名          】 

 

実施年月日 年 月 日（ ） 実施時間 時 分～ 時 分 

実習施設名  

実習内容  

反省・感想等  

実習指導者 

評価・確認 
実習指導者名          

 

 

※上記は参考例であり、実施主体において任意の様式を作成すること。 

 



（参考様式２） 

 

 

実務経験証明書（例） 

 

  年   月   日 

  

（指定事業者名・代表者名）殿 

  

（施設又は事業所の所在地及び名称） 

      （設置者名・代表者印） 

 

 

次の者は、以下のとおり介護等の実務経験を有することを証明します。 

 

 

 （氏 名） 

 

 （施設・団体名） 

 

 （従事職種） 

 

（就業期間）   年  月  日～  年  月  日 

 

（従事日数）   日間 

 

 

 ※従事職種については、従事している業務内容を含めできるだけ具体的に記載すること。 

 

 

 


